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This paper aims to understand the challenges involved in the implementation of curriculum 

management from the perspective of those in management and teaching positions, in order to 

explore the procedures and other measures that are suitable for elementary schools in Yamagata 

Prefecture. An analysis of various survey results targeting mid-level teaching staff at elementary 

schools in Yamagata Prefecture revealed that school educational goals are not being realized and 

that teachers find it difficult to create cross-curricular teaching plans. As measures to overcome 

these challenges, I suggest the careful selection of goals by principals, the development of 

frameworks for realizing those goals, and training in curriculum management for each teacher, 

while emphasizing the need for moderate and continuous practice. 
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１ 問題の所在と方法 

筆者のカリキュラム・マネジメントに係る研究

推進の目的は，カリキュラム・マネジメントを基

軸にして学校教育の改善・充実の好循環を生み出

す学校経営の推進及び，重要な資質・能力として

考えている教員一人一人のカリキュラム・マネジ

メント力１）の育成について，各学校等や教員の実

態に応じてどのように進めていくかを明らかに

していくことである。 

筆者は，図１に示すように，カリキュラム・マ

ネジメントはこれからの教育に求められる主体

的，対話的で深い学びのある授業を支えるととも

に，教育目標を具現化する学校経営の「要」にな

る教育方策であると考えている。また，カリキュ

ラム・マネジメント力は教員に必要な資質・能力

の「要」にもなると考えている。詳細は後述する

が，同時にその実践化は容易でないことを筆者の

経験２）からも強く感じていることである。 

本論は，前述した研究の目的を達成するための 

最初の取組であり，「管理職のみならず直接子ども

の指導にあたる教員一人一人がカリキュラム・マ

ネジメントを実践していくにあたっての課題を把

握し，山形県内小学校の実態に応じた進め方（対

策）を考察すること。」を目的とする。 

 

図１ 学校教育目標を具現化する「要」としてのカリキュ

ラム・マネジメント (2017:新学習指導要領及び中教

審答申等に関する資料等から中井が作成) 
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カリキュラム・マネジメントの定義３）について 

は，小学校学習指導要領(2017)における小学校教

育の基本と教育課程の役割（第１章総則第１の４）

の中で次のように示された。 

「各学校においては，児童（生徒）や学校，地域

の実態を適切に把握し，教育の目的や目標の実現

に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組

み立てていくこと，教育課程の実施状況を評価し

てその改善を図っていくこと，教育課程の実施に

必要な人的又は物的な体制を確保するとともにそ

の改善を図っていくことなどを通して，教育課程

に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の

質の向上を図っていくこと（以下「カリキュラム・

マネジメント」という。） に努めるものとする。」 

また，小学校学習指導要領解説総則編(2017)に

おいては，これからのカリキュラム・マネジメン

トを充実していくための三つの側面（「教科等横断

的なカリキュラムの作成」「評価と改善の充実」「内

外リソースの活用」４））及びカリキュラム・マネ

ジメントの趣旨を踏まえた各学校における教育課

程の編成や改善に取り組む際の手順の一例も詳細

に示された。 

カリキュラム・マネジメントの必要性は，総合

的な学習の時間が実施された頃から中留・田村知

子（2004），田中(2005)等によって提言されてきた

が，この言葉が文部科学省の文章に初めて登場し

たのは，中央教育審議会答申(2003)「初等中等教

育における当面の教育課程及び指導の充実方策に

ついて」の中であり，その中では「校長や教員等

が学習指導要領や教育課程についての理解を深め，

教育課程の開発や経営（カリキュラム・マネジメ

ント）に関する能力を養うことが極めて重要であ

る」と述べられている。次に登場するのは，中央

教育審議会答申(2008)「幼稚園，小学校，中学校，

高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改

善について」においてであるが，それは，「９．教

師が子どもたちと向き合う時間の確保などの教育

条件の整備等」の文脈の，「(3)効果的・効率的な

指導のための諸方策」の一つとして，次のように

示されている。 

 

（教育課程におけるPDCAサイクルの確立） 

○ これまで述べてきた教育課程や指導について

の評価とそれに基づく改善に向けた取組は，学校

評価と十分な関連を図りながら行われることが重

要である。学校評価等を通じて，学校や設置者が

それぞれの学校の教育の成果や課題を把握し，そ

れを改善へとつなげることが求められる。 

○ このように，学校教育の質を向上させる観点か

ら，教育課程行政において，① 学習指導要領改訂

を踏まえた重点指導事項例の提示 ② 教師が子

どもたちと向き合う時間の確保などの教育条件の

整備 ③ 教育課程編成・実施に関する現場主義の

重視 ④ 教育成果の適切な評価 ⑤ 評価を踏ま

えた教育活動の改善といった，Plan（①）－ Do

（②・③）－ Check（④）－ Action（⑤）のPDCA

サイクルの確立が重要である。各学校においては，

このような諸条件を適切に活用して，教育課程や

指導方法等を不断に見直すことにより効果的な教

育活動を充実させるといったカリキュラム・マネ

ジメントを確立することが求められる。 

 

このことについて，合田(2015)は，「まず教職

員定数の改善の重要性が指摘されているが，教員

定数を増やすだけではなく，効果的・効率的な指

導のために，教育課程におけるPDCAサイクルの確

立が必要で，そのための位置付けとしてのカリキ

ュラム・マネジメントであった。」と述べている。

そして，2008年の学習指導要領解説（小・中学校）

の総合的な学習の時間編において，「計画，実施，

評価，改善」というカリキュラム・マネジメント

の考え方とその方法が示され，このような流れの

中でカリキュラム・マネジメントの重要性は少な

からず意識され始めたと言えるが，その取組は十

分であったとは言い難い。 

また，現在各学校では，概ね教科書を基本にし

た指導計画により日々の授業等が行われている。

このような状況下で，新学習指導要領で新たに示

された「教育の目的や目標の実現に必要な教育の

内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこ

と」や，「教育課程の実施に必要な人的又は物的

な体制を確保すること」等を踏まえた指導計画を

作成し，実践していくことは容易なことではない。 

新学習指導要領の理念を実現するための必要

且つ重要な方策としてカリキュラム・マネジメン

トが示された今，すべての学校及び教員に求めら

れることは，カリキュラム・マネジメントがこれ

からの教育実践において，授業，学校改善の「要」

としての重要な方策であることを理解し，優先的

に取り組まなければならないという強い課題意識
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と，実践への意欲を持つことである。その上で，

取り組む中で実践上の課題を明らかにし，一歩ず

つ進めることが大切である。 

以上のことから，本論主題の目的を達成するた

めに下記の方法で研究を進めた。 

① これからの教育におけるカリキュラム・マネ

ジメントの重要性を整理すること。 

② 今，求められているカリキュラム・マネジメ

ントについて，その認識や実践の現状を山形

県における小学校及びその教員を対象に調査

し，実践上の課題を把握すること。 

③ カリキュラム・マネジメントに取り組んでい

る県内４校教員の意識や実践状況から，山形

県内小学校の実態に応じた進め方の見通しを

持つこと。 

 

２ カリキュラム・マネジメントの重要性 

カリキュラム・マネジメントの文言が文部科学

省の答申等に登場した経緯やその意味・意義につ

いては前述したとおりであるが，新学習指導要領

(2017)及びその解説編総則等で示されたカリキュ

ラム・マネジメントについては，これからの学校

教育を改善・充実させ好循環を生み出す「要」と

して示されている。その重要性については，中央

教育審議会答申（2016）「幼稚園，小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

の改善及び必要な方策について（答申）」及び本

答申に至るまでの論点整理(2015)「教育課程企画

特別部会における論点整理について（報告）」や，

審議のまとめ(2016)「次期学習指導要領等に向け

たこれまでの審議のまとめ（報告）」の中で述べ

られている。これらの答申・報告をもとにカリキ

ュラム・マネジメントの重要性について，特に筆

者が大切だと思う三つの視点から整理した。 

まず，第一には新学習指導要領がめざす理念で 

ある「社会に開かれた教育課程」の実現とカリキ

ュラム・マネジメントの役割である。 

「社会に開かれた教育課程」については抽象度 

の高い表現であるが，新学習指導要領(2017)の前

文からは，「よりよい学校教育を通じてよりよい社

会を創るという目標を学校と社会が共有すること」

「これからの社会を創りだしていく資質・能力は

何かを教育課程において明確化していくこと」「地

域の人的・物的資源を活用するなど連携及び協働

によりめざすところの実現を図っていくこと」と

要約できる。また，これまでのカリキュラム・マ

ネジメントにおいては，教育課程の在り方を不断

に見直す一連の PDCA サイクルが重視されてきた

が，「社会に開かれた教育課程」を目指すことから，

「内外リソースの活用」等二つの側面を加え，以

下の三つの側面を示したと言える。 

① 児童や学校，地域の実態を適切に把握し，教

育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等

を教科等横断的な視点で組み立てていくこと， 

② 教育課程の実施状況を評価してその改善を図

っていくこと， 

③ 教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制

を確保するとともにその改善を図っていくこ

と 

そして，「今回の改訂は，各学校が学習指導要 

領等を手掛かりに，このカリキュラム・マネジメ

ントを実現し，学校教育の改善・充実の好循環を

生み出していくことを目指すものである。」と，明

言もしている。 

第二には，「主体的，対話的で深い学び」（アク 

ティブ・ラーニング）の実現を支えるカリキュラ

ム・マネジメントについてである。 

中央教育審議会答申(2016)の中では，アクティ 

ブ・ラーニングとカリキュラム・マネジメントの 

関係について，単元や題材のまとまりの中で，子 

供たちが「何ができるようになるか」を明確にし 

ながら，「何を学ぶか」という学習内容と，「ど 

のように学ぶか」という学びの過程を，「カリキ 

ュラム・マネジメント」を通じて組み立てていく 

ことが重要になると述べている。 

また，論点整理（2015）では，学習評価の視点

から，「子どもたちにどういった力が身に付いた

か」という学習の成果を的確に捉え，教員が指導

の改善を図るとともに，子どもたち自身が自らの

学びを振り返って次の学びに向かうことができる

ようにするためには，学習評価の在り方が極めて

重要であると述べ，教育課程や学習・指導方法の

改善と一貫性を持った形で改善を進めることが求

められることに言及している。そして，学習評価

については，子どもの学びの評価に留まらず，「カ

リキュラム・マネジメント」の中で，学習・指導

方法や教育課程の評価と結び付け，子どもたちの

学びに関わる学習評価の改善を，教育課程や学

習・指導方法の改善に発展・展開させ，授業改善

及び組織運営の改善に向けた学校教育全体のサイ



 

 

クルに位置付けていくことが必要であると述べ，

カリキュラム・マネジメントを基軸に授業改善，

教育課程の改善，学校改善を一体的に捉えていく

ことの重要性を強調している。 

第三には，教員の資質・能力を高めるカリキュ 

ラム・マネジメントの役割である。 

中央教育審議会答申(2016)の中では，管理職の 

みならず全ての教職員が「カリキュラム・マネジ

メント」の必要性を理解し，日々の授業等につい

ても，教育課程全体の中での位置付けを意識しな

がら取り組む必要があると述べるとともに，学習

指導要領等の趣旨や枠組みを生かしながら，各学

校の地域の実情や子どもたちの姿等と指導内容

を見比べ，関連付けながら，効果的な年間指導計

画等の在り方や，授業時間や週時程の在り方等に

ついて，校内研修等を通じて研究を重ねていく必

要がある等，一人一人の教員の資質・能力の向上

として，カリキュラム・マネジメントのできる力

を高めていくことの重要性を述べている。 

田村知子(2011)は「ひとたび教室に入れば教師 

の裁量が大きい。だからこそ学校では，一人ひと

りの教師が，学校としての目標やカリキュラムを

十分に理解し納得することが必要である。その上

で，主体的，自律的に取り組むようにマネジメン

トしなければならない。」と，教員一人一人の主体

性に言及している。また，古谷（2016）は「教員

一人一人によるカリキュラム・マネジメントとは，

各々が子どもたちに対して日々学習指導や生徒指

導を行うなかで出てきた課題から，状況を分析・

評価し，それにより改善策を講じて，新たな実践

を積み重ねていくことではないかと考え，こうし

た教員一人一人のカリキュラム・マネジメントが

学校全体として望ましいカリキュラム・マネジメ

ントにつながっていく。」と，教員一人一人がカ

リキュラム・マネジメントのできる力を高めてい

くことの重要性を述べている。 

カリキュラム・マネジメント実践上の最大の課 

題は教員一人一人の意識と取組の中にあると言え

る。学校全体でカリキュラム・マネジメントが進

められても，直接子どもの指導にあたる教員一人

一人の主体的な取組なくして効果を見ることはな

いと言える。その意味でも，カリキュラム・マネ

ジメントが教員の資質・能力の向上に資すること，

その重要性に教員自身が気づいていくことが大切

である。 

３ カリキュラム・マネジメントに係る教員の意

識及び教育実践等の現状とその考察 

(1)2017 全国学力・学習状況調査報告書【学校質

問紙調査】より 

これからの教育におけるカリキュラム・マネジ 

メントの重要性は前述したとおりであるが，国で

は，2016年度の全国学力・学習状況調査【学校質

問紙】から，カリキュラム・マネジメントに関す

る６つの質問を新設した。下記の図２～図５は，

カリキュラム・マネジメントにおける三つの側面

に係る質問に対する山形県内小学校の結果であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

図２  教科等横断的な指導計画の作成 

(2017全国学力・学習状況調査【学校質問（小28）】結果より) 

 
図３ 内容等の相互関係がわかる指導計画の作成 

(2017全国学力・学習状況調査【学校質問（小29）】結果より) 

 

 

 

 

 

 

図４  教育課程のPDCAサイクルの確立 

(2017全国学力・学習状況調査【学校質問（小30）】結果より) 

 

 

 

 

 

 

図５ 人的・物的資源を活用した指導計画の作成 

(2017全国学力・学習状況調査【学校質問（小31）】結果より) 
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カリキュラム・マネジメントに関する山形県内 

小学校の実施状況は，2016 年度も 2017 年度とほ

ぼ同じ結果であった。全国的に，他の質問項目と

比較して「よくしている」の割合が低い傾向にあ

る。山形県の場合，図４，図５からわかるように，

子どもの姿や地域の現状等に関する調査や各種デ

ータ等に基づき，教育課程を編成し，実施し，評

価して改善を図る一連の PDCA サイクルを確立す

ることや，教育内容と教育活動に必要な人的・物

的資源等を，地域等の外部の資源を含めて活用し

ながら効果的に組み合わせた指導計画を作成する

ことについては，ほぼ全国と同じ傾向を示してい

る。課題は，図２の教科横断的な指導計画の作成

について，「よくしている」と回答した割合が

13.7%と低く，図３の内容等の相互関係がわかる指

導計画の作成についても同じ傾向であり，全国平

均との差も大きい。指導計画の作成に当たっては，

各教科等の教育内容を相互の関係で捉え，学校の

教育目標を踏まえた横断的な視点で，その目標の

達成に必要な教育の内容を組織的に配列すること

や，教育課程表（全体計画や年間指導計画等）に

ついて，各教科等の教育目標や内容の相互関連が

分かるように作成することは，カリキュラム・マ

ネジメントの推進で新たに加わった側面である。

さらに，これらのことは学力向上とも相関関係が

あることがわかった。全国学力・学習状況調査の

報告書（国立教育政策研究所）では，質問紙と学

力のクロス分析をしており，2017年度の報告書で

は，カリキュラム・マネジメントに関する取組状

況を次の表１のように考察している。 

 

表１ カリキュラム・マネジメントに関する取組状況

(2017年度全国学力・学習状況調査報告書より) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)小学校中堅教員等アンケート調査結果と考察 

山形県内で中堅教員等として活躍している 118

名（小学校10年経験者教員39名，小学校教務主

任53名，指導主事26名）を対象に，「①学校教育

目標の具現化等に関する調査」「②カリキュラム・

マネジメントの認識と取組等に関する調査」を実

施した。（2017.4.19～2017.9.12） 

① 学校教育目標の具現化等に関する調査 

学校教育目標の具現化等に関する調査につい

ては，「学校教育目標について保護者や子どもに説

明できる。」（目標の理解），「学校教育目標につい

て定期的に評価し，取組の改善につなげている。」

（目標の評価，改善），「学校教育目標の達成感を

持つことが多い。」（目標の達成感），「学級経営目

標は学校目標を具現化できるものである。」（目標

と学級経営）と４項目について設問し，Ａ：十分

あてはまる（十分該当），Ｂ：だいたいあてはまる

（該当），Ｃ：あまりあてはまらない（十分でない），

Ｄ：全くあてはまらない（不十分）から，最も近

いものを回答してもらった。結果は図６に示すと

おりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 学校教育目標の具現化等に関する調査結果 

 

調査対象が教務主任等，学校経営に深く関わる 

教員であるが，学校教育目標の理解や評価，改善 

の取り組みについて「十分あてはまる」と回答し

た割合が非常に低い。「だいたいあてはまる」と

回答した割合を加えると75％を超えるが，約25％

の教員が目標を理解していない。さらに，目標に

ついての達成感については，「十分あてはまる」

と回答した割合の教員が 10.2％と低く，「だいた

いあてはまる」と回答した教員の割合 45.8%を加

えても56％である。学校教育目標が達成できない

理由は，達成のための取り組みが十分でないか，

達成困難な高い目標を掲げているか，目標自体が

具体性に欠け評価が困難であったと言える。 

〔学校質問紙と学力のクロス分析〕【小学校】 
 

○ 以下と回答している学校の方が，教科の平均正答

率が高い傾向が見られる。 

・指導計画について，知識・技能の活用に重点を置い

て作成している(26) 

・指導計画について，言語活動に重点を置いて作成し

ている(27) 

・指導計画の作成に当たっては，各教科等の教育内容

を相互の関係で捉え，学校の教育目標を踏まえた横断

的な視点で，その目標の達成に必要な教育の内容を組

織的に配列している(28) 

・教育課程表について，各教科等の教育目標や内容の

相互関連が分かるように作成している(29) 

 



 

 

②カリキュラム・マネジメントの認識と取組等 

に関する調査 

カリキュラム・マネジメントの認識と取組等に 

関する調査については，「カリキュラム・マネジメ

ントについて理解している。」（カリマネの理解），

「カリキュラム・マネジメントについての研修を

受けたことがある。」（カリマネの研修），「学年等

の年間教育計画について，教科等横断的な視点で

内容を配列している。」（教科等横断的な指導計画），

「学年（学級）の子どもの実態を踏まえた指導計

画を作成している。」（実態を踏まえた指導計画）

と４項目について設問し図７に示す結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ カリキュラム・マネジメントの認識と取組

等に関する調査 

 

カリキュラム・マネジメントの認識と取組等に 

関する調査については，学校教育目標の具現化等 

に関する調査結果と比較しても，「十分あてはま

る」「だいたいあてはまる」と回答した割合が非

常に低い。特にカリキュラム・マネジメントの理

解について，「十分あてはまる」と回答した割合

はわずか5.1%である。前回の学習指導要領の改訂

に関わる中央教育審議会答申(2008）で登場した

カリキュラム・マネジメントが学校現場に定着し

ていなかったことが窺える。「学年等の年間教育

計画について，教科等横断的な視点で内容を配列

している。」（教科等横断的な指導計画）への回答

をみると，「十分あてはまる」（5.1%）「だいたい

あてはまる」（22.9%）と回答した割合が特に低か

った。この結果は，2017年度の全国学力・学習状

況調査【学校質問紙】の(28)「教科横断的な指導

計画の作成」と整合するが，校長の回答の割合

（「よくしている」（13.7%），「どちらかといえば

している」（69.4%）よりかなり低く，校長と教員

の認識の違いが見られる。 

４ カリキュラム・マネジメント実践上の課題と

対策 

(1)カリキュラム・マネジメントの実践を支える根

本的な課題 

これまでの調査結果から見えてきた課題の一 

つは，学校教育目標の具現化に関することである。 

そもそも，カリキュラム・マネジメントの目的は

学校教育目標をより効果的，効率的に具現化する

ことであり，その意味ではカリキュラム・マネジ

メント実践上の根本的な課題であると言ってよ

い。田村知子（2014）は，カリキュラム・マネジ

メントの定義を「カリキュラムを主たる手段とし

て学校の課題を解決し，教育目標を達成していく

仕組み」とよりわかりやすく整理している。また，

田村知子（2016）は，カリキュラム研究を樹立し

たタイラー５）の提示したカリキュラムマネジメン

トの４つの基本的な構成要素（「教育目標」「教育

経験の内容」「教育経験の組織」「評価」）に触れ，

目標の設定はカリキュラム設計の要であると述

べている。さらに，目標に求められる性質として，

選択，達成可能，手段選択の規準，具体性，評価

可能，期限の６つを挙げている。 

表２は山形県内小学校の経営概要に掲載され

ている目標等の項目と各項目に掲げられている

数に係る学校数等の状況を整理したものである。

山形県内小学校では，概ね，教育目標の次にめざ

す子ども像・学校像・教師像が書かれ，その後に

経営の方針と今年度の重点目標，最後に研究主題

を掲載している。その他にも県内約30％の小学校

が校訓やスローガン，合い言葉を掲載している。

特徴的なのは目標のような項目が多く，各項目に

取り組むべき重点事項が多く掲載されているこ

とである。 

 

表２ 経営概要掲載の目標等及び掲載数に係る学 
校の状況 （2017.5.1 山形県内小学校249校） 
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学校教育目標具現化に向けた学校経営の仕組 

 

 

 

 

 

 

校訓・スローガン等 

 

 

 

校訓・スローガン等 

学校教育目標 

① めざす子ども 

② めざす教師 

③ めざす学校 

学校経営方針 

今年度の重点目標 

具現化の取組 

① 教育課程基本方針 

② 各指導部等の計画 

③ 学校研究計画 

学級経営 

授業に係る 

教育計画 

教員評価 

学校評価 

学習指導要領 

教科書（指導書）等 

教育目標については３～５と適当であるが，ほ

とんどの学校は「かしこい子ども」「やさしい子ど

も」「たくましい子ども」等，知・徳・体に関わる

伝統的な文言になっている。特に，今年度の重点

項目が非常に多く，11 以上設定している学校が

57%である。学校経営に積極的に取り組む校長の思

いは見えるが，一つ一つの重点に関する取組の計

画，実施，評価及び改善の手続きを踏まえながら

目標を達成していくことは容易なことではない。

全教職員が一丸となって取り組むべき「重点項目」

が多ければ尚更のことである。このことについて

筆者は，単なる目標等や重点として取り組むこと

の多さだけでなく，学校経営の根本的な問題が内

在していると捉えている。それは，図８に示した

ように達成すべき目標が一元化されず，羅列して

おり，直接子どもの指導にあたる教員一人一人の

取組と，さらには学校評価や教員評価までつなが

っていないことにあるのではないかと考えている。 

天笠(2013)は，「学校には，一つは学校教育目

標→学年教育目標（学年経営案）→学級目標（学

級経営案）というラインと，もう一つが，学習指

導要領→教科書（指導書）→授業のラインがある。」

と指摘し，「相互のつながりが弱くそれぞれが存在

する学校もあれば，前者のラインが強く出て，後

者のラインが後退している学校もある。反対に，

前者が形式化・形骸化して，後者によって何とか

現状を維持する学校も見られる。」と学校教育目標

の具現化における現状と課題を提起している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 学校教育目標の具現化に向けた学校経営の仕組

（2017：山形県内小学校の経営概要を基に中井が作成） 

妹尾(2017)は，学校教育目標が達成されない現 

状を「学校は，誰も目標達成に責任を持たない，

‘ぬるま湯体質’になっていないか？」と厳しく

指摘している。その上で，現在も含めこれまでの

日本の学校の事情を理解し，難しいことではある

が，「目標を決めるプロセスや，目標を共有し分担

していくプロセス，チェックする方法を，学校は

企業以上に丁寧に設計・運用していく必要がある。」

と，学校教育目標具現化の課題を提起している。 

以上の考察から，カリキュラム・マネジメント

の実践化に向け，学校教育目標具現化に関しては

二つの課題と解決のための見通しが見えてきた。 

一つ目は学校教育（重点）目標を厳選，整理す

ることである。 

全教職員が一丸となって取り組む重点目標を

３程度に絞り，且つ評価可能な具体性のある目標

にすることである。何を重点目標に厳選していく

かは容易なことではない。校長は子どもの実態，

新学習指導要領でめざす資質・能力等を踏まえな

がら，教頭，教務，研究主任等と協議を重ね，外

部有識者等の意見も聞きながら年度ごとに重点目

標を設定することが大切である。 

二つ目は教員一人一人が学校教育（重点）目標

を具現化できる仕組みを整えることである。 

直接子どもの指導にあたる教員一人一人が重

点目標を具現化していくことが大切である。それ

には，図８で示した学校経営の仕組みの問題を改

善し，学校教育（重点）目標と学年・学級経営，

日々の授業，学校評価や教員評価とをつなぐこと

である。これにより，学校教育（重点）目標具現

化のための，具体的な取組の計画，実践，評価，

改善が円滑に行われ，目標達成の手応えを持つこ

とになる。 

 

(2) カリキュラム・マネジメント実践上の課題 

カリキュラム・マネジメン実践上の課題につい

ては，全国学力・学習状況調査【学校質問紙】及

び筆者の中堅教員等へのアンケートから，「学年等

の年間教育計画について，教科等横断的な視点で

内容の配列」（教科等横断的な指導計画）が課題で

あると言える。前述したように，教科書を基本に

した指導計画により日々の授業等を実践してきた

教員にとっては困難な課題である。 

図９は，カリキュラム・マネジメントを実践し

ていく上での課題について，山形県内中堅教員等



 

 

118 名と，カリキュラム・マネジメントを取り入

れた授業改善，学校改善に取り組んでいる山形県

内４つの小学校の教員 71 名に行った調査の選択

肢と回答結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ カリキュラム・マネジメント実践上の課題 

（山形県内中堅教員等とカリマネ実践校教員の回答結果の比較） 

 

ここには，カリキュラム・マネジメントを実践 

している学校（以下，「カリマネ実践校」という。） 

の教員とカリキュラム・マネジメントを実践して 

いない学校（以下，「カリマネ未実践校」という。） 

の教員との課題意識の違いが見える。カリマネ実 

践校の教員は，「８．関連が見える教育計画表の作 

成」，「９．カリマネ推進の校内体制」「10.教材研 

究等時間の確保」について，カリマネ未実践校の 

教員と比較して，課題意識は低くなっている。筆 

者は県内４つのカリマネ実践校に関わっているが， 

その要因を次のように分析した。 

一つ目は，カリマネ実践校は前述したカリキュ

ラム・マネジメント実践上の根本的な課題である

学校教育（重点）目標具現化の仕組みを整えてい

ることである。二つ目は，教科等横断的なカリキ

ュラムを作成するにあたって基盤となる「８．関

連が見える教育計画表の作成」を必要不可欠なも

のとして捉え，改善を加えながら実施しているこ

とである。三つ目は，年度当初，夏季休業，年末

年始休業，年度末休業等に，カリキュラム・マネ

ジメント実践の振り返りと，目標達成のための次

学期のカリキュラムづくりを協同で行っているこ

と，そういう教材づくりができる時間を確保して

いることである。つまり，これからの教育におけ

るカリキュラム・マネジメントの重要性を理解し

ているカリマネ実践校の教員は，カリマネ未実践

校の教員がカリキュラム・マネジメント実践上，

強く抱いている課題に対しても抵抗感は低くなっ

ていると言える。カリマネ実践校の取り組みはま

だ１年程度であり，今後，継続した実践により，

これらの課題意識はさらに低くなっていくことが

予想される。 

注目すべきは，「２．目標の評価と改善体制」「３． 

教科等横断的な指導計画の作成」「４．人的・物

的資源の活用」について，カリマネ未実践校の教

員に比べて課題意識が高くなっていることであ

る。これらの課題はカリキュラム・マネジメント

三つの側面（「教科等横断的なカリキュラムの作

成」「評価と改善の充実」「内外リソースの活用」） 

であり，まさしく，カリキュラム・マネジメント 

実践の本丸というべき課題である。 

カリマネ実践校における目標を達成するため 

のカリキュラムづくりや実践の振り返り等の学習

会に参加して感じることであるが，実践を積み重

ねるごとに，教材を理解した上での関連的，合科

的な指導計画の作成，子どもの資質・能力，特に

思考力・判断力・表現力等に関わる評価方法，さ

らにはICTや地域人材の活用等に四苦八苦してい

るのがよくわかる。１時間の授業の充実は勿論で

あるが，年間通しての継続的な実践が大切になる

わけであるから無理もないことである。 

このような状況を考えると，カリキュラム・マ 

ネジメント実践上の基本的な課題は，教員自身が

日々の実践を通してカリキュラム・マネジメント

力を身につけることであると言える。それには，

各々が１年間無理なく実践していくことできる

取り組みをしていくことである。 

古谷（2016）は，教員一人一人がカリキュラム・ 

マネジメントできる力を身につけていくための三

つの視点を提示している。一つめの視点としては，

目の前にある子どもたち等に関して学校が抱える

課題をカリキュラム・マネジメントの手法によっ

て解決することである。二つ目の視点は，教員一

人一人の悩みやニーズを解決することである。三

中堅教員等 Ｎ＝118    カリマネ実践校教員 Ｎ＝71 
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つ目の視点として日々の教育活動の中で無理なく

行えるということである。特に，三つ目の「無理

なく行える」というのが大事なキーワードである

と指摘し，「その日の授業や行事等の教育活動全

体を振り返り，分析し，改善策を練り，それを実

行に移していくという PDCA サイクルを日々行え

れば理想である。」と述べている。さらに，「し

かし，小学校の教員に放課後そのような時間が確

保されているわけではない。保護者からの電話の

対応や調査・報告等に追われる時間が多く，その

日の自身の教育活動の振り返りをするとなると相

当な超過勤務になる可能性が高い。」と，働き方

改革も視野に入れた中でのカリキュラム・マネジ

メントの実践方法を提言している。 

筆者もまったく同じ考えであり，カリマネ実践 

校の教員に対し，「大きなカリキュラムに飛び込ま

ず，小さなカリキュラムでよいので無理なく実践

できる，そして，子どもの変容を評価できるプラ

ンにしよう。」と言い続けてきた。 

無藤(2017)は，「今回の改訂で，カリキュラム・

マネジメントや授業研究について言及しているの

は，移行期間に頑張って100点満点のカリキュラ

ムをつくり，それを10年間粛々と実践すればよい

というわけではないからです。小さくてもよいの

で，子どもの実態に即して改善を図り，その結果

としての子どもの変容を見取りながら，さらに改

善を図るという取り組みをし続けていきましょう

というメッセージなのです。」と，無理なく継続的

に実践していくことの重要性を述べている。 

 

５． 到達点と今後の課題 

本論主題の目的を達成するために実施した研

究方法に基づき，成果と課題を明らかにしていく。 

一つ目は，カリキュラム・マネジメントの重要

性についてである。 

カリキュラム・マネジメントの重要性について

は，新学習指導要領解説総則編(2017)，中央教育

審議会答申(2016)，審議のまとめ（2016），論点整

理(2015)及び先行研究より，特に次の三つの重要

性を確認することができた。 

・一連のPDCAサイクルによる「評価と改善」の他

に，「教科等横断的なカリキュラムの作成」「内外

リソースの活用」を加えた三側面からのアプロー

チにより，新学習指導要領の理念である「社会に

開かれた教育課程」の実現をめざすことができる

こと。 

・カリキュラム・マネジメントは主体的，対話的

で深い学びのある授業を支えるものであること。 

・カリキュラム・マネジメントできる力は，教員

の資質・能力としての重要な力であり，教育上の

諸課題の解決に役立つこと。 

特に，このような重要性について理解している

カリマネ実践校の教員は，カリキュラム・マネジ

メントの三つの側面に対する課題意識がカリマネ

未実施校と比較して高いことも明らかになった。 

二つ目は，山形県内小学校におけるカリキュラ

ム・マネジメント実践上の課題についてである。 

全国学力・学習状況調査【学校質問紙】，県内

中堅教員及びカリマネ実践校教員等へのアンケー

ト調査より，学校教育目標が具現化されないとい

う根本的な問題がある現状や，カリキュラム・マ

ネジメント三つの側面の中の，特に教科等横断的

な指導計画等の作成に困難さを感じていることが

明らかになった。 

三つ目は，山形県内小学校の実態に応じた課題

解決の見通しについてである。 

課題解決の対策としては，校長の目標の厳選と 

目標を具現化できる仕組みを整えること，教員一

人一人のカリキュラム・マネジメント力を育成す

ること等の対策を講じること，さらに，継続した

実践となるには無理のない実践にしていくことが

大切であるという見通しを持つことができた。 

今後の研究推進の課題は，カリキュラム・マネ

ジメント実践上の課題とその解決の見通しを踏ま

えつつ，カリキュラム・マネジメントを基軸にし

た学年・学級経営の在り方を年間通して究明して

いくことである。直接子どもの指導にあたる担任

教師の「学級カリキュラム」に視点をあて，教員

一人一人がカリキュラム・マネジメント力を身に

つけていくプロセスを考察していきたいと考えて

いる。 

 

注 

1)筆者が，「カリキュラム・マネジメント三つの側

面に留意したカリキュラムを作成し，評価と改善

を繰り返しながら，目標を達成していくことので

きる力」と定義したものである。 

2)筆者の経験とは，山形県内公立小学校教員等を 

22年間（含む管理職６年間）務めたこと及び，教

育行政職として13年間，県内小中学校及び教職員



 

 

等の指導をしてきたこと。 

3) 「カリキュラム・マネジメント」の表記につい

ては，文部科学省等の文章等で登場する以前から，

カリキュラムとマネジメントを「つなぐ」ことを

重視した，中留(2001)，田村知子(2011)により「カ

リキュラムマネジメント」と表記されてきたが，

本稿では，文部科学省が統一して使用してきた，

カリキュラムとマネジメントを分け，引用文以外

は中黒で「つなぐ」という「カリキュラム・マネ

ジメント」と表記する。 

4) 「内外リソース」は田村学（2017）によるもの 

5)ラルフ・Ｗ・タイラーのことであり，「カリキ

ュラム・プラニング」の概念で，行動科学に依拠

しつつ，産業・工学モデルによってカリキュラム

研究方法の基礎を築いた人である。タイラーは，

カリキュラムと授業の過程を，段階的で循環的な

過程としてとらえるとともに，各段階の行動目標

（学習がどのように行動に反映されるべきか）を

明確化することを求めた。近代的なカリキュラム

編成論を確立したといわれている。 
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